
大阪ガスの本荘でございます。

本日は、お忙しいところ、当社の2018年3月期 決算説明会にお集まりいただき、
ありがとうございます。

また、平素は、当社事業につき、ご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

それでは、ただ今より、2018年3月期決算について、説明させていただきます。







2018年3月期は、増収、減益の決算となりました。
連結売上高は、ガス事業における販売単価の上昇、電力事業における販売量増等により、

前年から9.5％増収の1兆2,962億円となりました。
連結経常利益は、ガス事業でのスライド差益の減少、海外エネルギー事業における減益

等により、前年から19.9％減益の770億円となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益は、上流事業の減損損失等により、前年から38.4％

減益の377億円となりました。

2019年3月期は、2018年3月期と比較し、増収、減益の見通しとなります。
連結売上高は、ガス事業における販売単価の上昇等により、前年から4.9％増収の

1兆3,600億円となる見通しです。
連結経常利益は、ガス事業における前年度の低気水温影響の反動、競合影響等により、

前年から9.2％減益の700億円となる見通しです。
親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度の上流事業の減損損失の反動等により、

前年から23.3％増益の465億円となる見通しです。



こちらには、2018年3月期の決算数値をまとめておりますので、ご確認ください。



こちらは、2018年3月期のセグメント別の数値になります。

国内エネルギー・ガスセグメント利益は、スライド影響等により、前年から126億円減益の
426億円となりました。
スライド差益の減少が132億円となりましたので、この影響を除きますと概ね前年並となり

ます。競合影響がありましたが、低気水温の影響で、家庭用のガス販売量が増加したこと
等によるものです。
国内エネルギー・電力セグメント利益は、小売契約の獲得等による販売量増等により、

前年から45億円増益の207億円となりました。
海外エネルギーセグメント利益は、北米IPPプロジェクトの持分売却に伴う損失計上に

加えまして、前年度にフリーポートプロジェクトで一時的な収益を計上した反動等があり、
前年から133億円減益の53億円の損失となりました。
ライフ＆ビジネスソリューションセグメント利益は、概ね前年並の186億円です。



資産・負債項目や、主な財務指標の実績は、ご覧の通りです。
自己資本比率は、前年から1.5ポイント上昇の52.5％、D/E比率は前年から0.06低下の

0.50となりました。
自己資本が増加し、有利子負債が減少したこと等によるものです。

ROAは、前年を1.3ポイント下回る2.0％、ROEは、前年を2.7ポイント下回る3.8％と
なりました。



こちらには、ガス販売、電力販売、お客さまアカウント数の実績について記載して
おります。

連結ガス販売量は、家庭用の増加を、業務用等の減少が上回り、前年から1.3％減少の、
85億8,000万立方メートルとなりました。
家庭用では、低気水温影響が他社へのスイッチング影響を上回り、業務用等では、

他社へのスイッチングや、特定のお客さま先での稼働減等の影響が、需要開発等を上回り
ました。

国内電力販売量は、小売契約の獲得等により、前年から22.4％増加の、
109億5,100万キロワットアワーとなりました。

お客さまアカウントは、ガス事業での他社へのスイッチング影響がありましたが、ガス事業
での新設、電力小売契約、保証契約の獲得等により、前年から27万件増加の、827万件と
なりました。



次に、成長投資について説明いたします。

国内エネルギー事業における発電所への投資、海外エネルギー事業における
参画済案件への継続投資等により、2018年3月期の投資実行額は、733億円と
なりました。



こちらには、2019年3月期の見通し数値をまとめておりますので、ご確認ください。



こちらは、2019年3月期のセグメント別の見通しになります。

国内エネルギー・ガスセグメント利益は、前年度の低気水温影響の反動、競合影響等
により、前年と比べて76億円減益の350億円、
国内エネルギー・電力セグメント利益は、小売契約の獲得等による販売量増は

ありますが、競合影響等により、前年から42億円減益の165億円の見通しです。
海外エネルギーセグメント利益は、前年度の北米IPPプロジェクトの持分売却に伴う

損失計上の反動等により、前年から73億円増益の20億円、
ライフ＆ビジネスソリューションセグメント利益は、概ね前年並の190億円の見通しです。



資産・負債項目や、主な財務指標の見通しは、ご覧の通りです。
自己資本比率は、前年から0.4ポイント上昇の52.9％、D/E比率は前年から0.01上昇の

0.51となる見通しです。

ROAは、前年を0.4ポイント上回る2.4％、ROEは、前年を0.7ポイント上回る4.6％となる
見通しです。



次に、ガス、電力販売、お客さまアカウント数の見通しについて、説明いたします。

連結ガス販売量は、前年から10.0％減少の77億2,300万立方メートルとなる見通しです。
家庭用において前年度の低気水温影響が剥落することや、他社へのスイッチング影響、

特定のお客さま先での稼働減等によるものです。

国内電力販売量は、小売契約の獲得による小売販売量増等により、前年から6.6％増加
の116億7,100万キロワットアワーとなる見通しです。

お客さまアカウント数は、引続きガス事業で他社へのスイッチング影響があると見ており
ますが、電力小売契約の獲得、住ミカタ・プラス等を中心に積み上げていくことで、
2019年3月末に890万件を目指します。



フリーキャッシュフローの使途について、説明させていただきます。
2019年3月期のフリーキャッシュフローは、560億円となる見通しです。
成長投資は、総額1,500億円を見込んでおり、これをフリーキャッシュフローや借入金で

まかなう予定です。
成長投資を実行していくにあたりましては、投資リスクを認識したうえで、スライドに記載の

項目を確実に進めながら、リスクに対するマネジメントを徹底してまいります。

最後に、2018年3月期の年間配当を、株式併合影響を考慮し、1株につき普通配当50円、
2019年3月期の年間配当を、1株につき普通配当50円にしたいと考えています。

以上で、2018年3月期決算と、2019年3月期の見通しについての説明を終わらせて
いただきます。

ありがとうございました。




























